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序     文 
 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）は、経済発展が急速に進む一方で、産

業間・地域間の経済的格差が顕著となるなどの問題が顕在化してきております。特に、ベトナム

人口の 70%超が居住する農村部において、その多くが不安定な農業収入に依存しているという現

状の改善と、地方農村部の開発を通して住民の生計向上を図ることが、同国が格差拡大に伴う社

会の不安定化を防ぎつつ持続的な成長を遂げるための重要な鍵となっております。特に、北西部

山岳地域 4 省（ライチャウ省、ディエンビエン省、ソンラ省、ホアビン省）は、少数民族が人口

の約 8 割を占め、貧困率もいまだ 50%近く（2010 年）、貧困削減重点地域とされております。 
ここで、ディエンビエン省においては、農業は年率約 5%で成長している基幹産業となってお

り、主な作物はコメ、トウモロコシ、ダイズとなっております。特にコメは販売用としてディエ

ンビエンフー市やハノイ市へ輸送されており、一部はラオス国へ輸出されているなど、ディエン

ビエン米は、ブランド米として一定のステイタスを確立しております。しかしながら、水利条件

が比較的良いとされるディエンビエン省のディエンビエン郡以外の郡は全国平均と比べて生産性

が低く、また、行政機関の予算及び人材数、能力の不足等により、農業生産を支える行政の役割

も限定的です。 
このような背景の下、JICA は 2010 年 8 月より 2015 年 7 月までの 5 年間の予定で「北西部山岳

地域農村開発プロジェクト」を実施しております。 
プロジェクトは、ディエンビエン省の農村開発を目標とし、主要農産物の栽培、収穫後処理、

販売の方法及びアプローチの改善、水資源配分及び灌漑施設管理の体制強化、関連する地方行政

（省、郡、村の人民委員会）及びその下部組織、大衆組織や農業系企業の農村開発のための能力

向上により、地方行政組織を核とした体制強化と農村開発の促進を支援してきました。 
今回の調査では、プロジェクト協力期間の中間時点となる 2013 年 3 月に、既存 PDM 及び活動

計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査･確認し、問題点を整理す

るとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、本プロ

ジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の

方向性について確認しました。 
本調査の実施にあたり、ご協力をいただいたベトナム国関係機関並びにわが国関係各位に対し、

厚く御礼を申し上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご支援をお願いする次第

です。 
        

平成 25 年 6 月 
 

       独立行政法人国際協力機構 
       ベトナム事務所長 森 睦也 
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評価調査結果要約表（和文） 
 

１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：北西部山岳地域農村開発プロジェクト

（NORRD） 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プログラム 

所管部署：JICA ベトナム事務所 
協力金額（評価時点）1 億 4,300 万円 

相手国関係機関：ディエンビエン省（DBP）農

業農村開発局（DARD）、郡人民委員会 

協力期間
2010 年 8 月～2015 年 7 月（5 年間） 

日本側協力機関：農林水産省 
（R/D）：2010 年 6 月 23 日 

１－１ 協力の背景と概要 
ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）は、人口 8,784 万人（2011 年）、国民

1 人当たりの GDP は 1,300USD（2011 年ベトナム国統計局）、「ドイモイ（刷新）政策」導入以

降、市場経済の導入等で著しい経済成長を遂げる一方、都市･地方間の格差が拡大傾向にあり、

同国の持続的発展にとって格差是正が大きな課題となっている。なかでも、北西部山岳地域 4
省（ライチャウ省、ディエンビエン省、ソンラ省、ホアビン省）は、少数民族が人口の約 8 割

を占め、貧困率もいまだ 50％近く（2010 年）と、貧困削減重点地域とされている。 
このうちディエンビエン省（Dien Bien Province：DBP）において農業は GDP の 37％、雇用

の 79.6％を占め、年率約 5％（2000～2005 年平均）で成長している基幹産業である。主な作物

はコメ、トウモロコシ、ダイズであり、2009 年目標生産量はそれぞれ約 14 万 5,000t、6 万 7,000t、
1 万 5,000t を掲げている。特にコメは販売用としてディエンビエンフー市やハノイ市へ輸送さ

れており、一部はラオス国へ輸出されている。しかし、水利条件が比較的良いとされる DBP
のディエンビエン郡（Dien Bien District：DBD）以外の郡は、灌漑設備の整備が不十分なため冬

水稲を作付けできる土地が少なく二期作が困難であるなど、全国平均と比べてその生産性は低

い。平地の少ない郡では山間傾斜地で森林伐採を行い、キャッサバやトウモロコシ等の自給用

食料が生産されており環境への負荷が高い等の課題が見受けられる。また、行政機関の予算及

び人材数、能力の不足等により、農業生産を支える普及員等行政の役割も限定的である。 
このような背景の下、ベトナム政府は、わが国に対し、北西部地域の牽引産業として競争力

のある農業の振興を図るための技術協力を要請した。この要請に基づき、DBP において基幹産

業として地域開発の牽引力となることが期待される農業について、①主要農産物の栽培、収穫

後処理、販売の方法及びアプローチの改善、②水資源配分及び灌漑施設管理の体制強化、③関

連する地方行政（省、郡、村の人民委員会）及びその下部組織、大衆組織や農業系企業の農村

開発のための能力向上により、地方行政組織を核とした体制強化と農村開発の促進をめざす「北

西部山岳地域農村開発プロジェェクト」（以下、「プロジェクト」）が、ベトナム側と JICA の合

意により、2010 年 8 月より 2015 年 7 月までの 5 年間の予定で実施されている。本プロジェク

トは、DBP 農業農村開発局（Department of Agriculture and Rural Development：DARD）をカウン

ターパート（Counterpart：C/P）機関、対象 3 郡〔DBD、タンジャオ郡（Tuan Giao District：TGD）、

ムオンチャ郡（Muong Cha District：MCD）〕の人民委員会を関係機関に定め、各郡に設置した

計 6 つのパイロットサイトで活動を進めている。 
プロジェクト協力期間の中間地点として実施する今回の調査では、既存 PDM 及び活動計画 
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（Plan of Operations：PO）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査･

確認し、問題点を整理するとともに、評価５項目の観点から、プロジェクトチーム、ベトナム

側関係者と共に、本プロジェクトの中間レビューを実施し、プロジェクトの残り期間の課題及

び今後の方向性について確認し、合同評価報告書（和文・英文）に取りまとめ、合意すること

を目的とする。 
 
１－２ 協力内容（PDM Version 1.0 に基づく） 
（１）上位目標：ディエンビエン省において、農村開発が促進される。 
 
（２）プロジェクト目標：パイロット郡において、市場志向の農産物の生産、加工、販売の推

進のための郡行政機関を中核とした体制の強化を通じて、農村開発が促進される。 
 
（３）アウトプット 

１．パイロット郡で、水稲、とうもろこし、大豆等の農産物の生産、加工、販売の手法が

改善される。 
２．パイロット郡で水資源の配分が効率化するとともに、灌漑施設管理が改善される。 
３．地方政府（省、郡、コミューン）職員及び関係組織、大衆組織・農民組織や農業系企

業の市場志向の農産物の生産、加工、販売体制強化を通じた農村開発に係る能力が向

上する。 
 

（４）投入（評価時点） 
１）日本側 

・専門家派遣：長期専門家派遣 3 名、短期専門家派遣 延ベ 5 人、運営指導 2 名 
・機材供与：約 572 万円  
・ローカルコスト負担：約 2,416 万円（1～3 年次合計） 
・研修員派遣（本邦研修）：C/P 研修 13 名（ほか、集団研修 7 名） 

２）ベトナム側 
・主な C/P 人材の配置：30 名  

〔プロジェクト・ディレクター：DBP-DARD 局長、プロジェクト・マネジャー：

DBP-DARD 農業部長、C/P：28 名（省の PMU：7 名、郡の PMU：21 名）〕 
・施設提供：DARD 内 2 室をプロジェクト執務室として提供、棚机、椅子等備品を配

置、会議室等の利用 
 

２．レビュー調査団の概要 

団員 
構成 

日本側 
団長 佐藤 武明  （JICA 客員専門員） 
総合農村開発 横井 英治  （農林水産省） 
協力企画 山本 聡   （JICA ベトナム事務所） 
評価分析 白井 和子  （株式会社 VSOC） 

ベトナム側 
Mr. Tran Kim Long 

Deputy Director General, International Cooperation Department, Ministry of Agriculture 
and Rural Development（MARD）   
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Mr. Nguyen Anh Minh 

Director, Bilateral Cooperation Division, International Cooperation Department, Ministry 
of Agriculture and Rural Development（MARD） 

調査期間 2013 年 3 月 4～17 日 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）プロジェクト目標の達成状況 

現行 PDM に記載された指標に基づき、達成度を測ることは困難であったことから、評

価団は関係者から得られた定性的な情報を基に以下のとおり達成度を分析することとし

た。 
 

現行プロジェクト目標：パイロット郡において、市場志向の農産物の生産、加工、販売

の推進のための郡行政機関を中核とした体制の強化を通じて、

農村開発が促進される。 
 

指 標 達成状況 
指標：１  
パイロット郡における農家の

農業粗利益が平均 XX％増加す

る。 

パイロットコミューンの幾つかの農家によれば、既にコメ

生産により収入が向上し、有機肥料生産により幾らかの支

出減となった。行政官の能力を向上させつつ PDM に記載

された活動を継続し実施していくことにより、プロジェク

ト後半に更に農業が向上すると期待できる。 
指標：２  
パイロット郡において、水稲、

とうもろこし、大豆等、市場志

向の農作物生産量が XX％以

上、販売量が XX％以上、販売

額が XX％以上増える。 

DBD は販売志向の農作物を販売に重点をおいた普及サー

ビスを受けることによって増やしていくことが可能であ

る。他方、現在でも TGD と MCD ではコメ不足により自給

はままならず、主に自家用に栽培している。したがって、

指標が示す達成レベルは DBD と TGD、MCD とは異なると

考えられる。 
 
（２）アウトプットの達成度 

アウトプット１は、おおむね達成されつつある。有機肥料の導入によりその使い方は向

上し、高品質の種子は実証圃場にて栽培試験中である。他方、DBD 郡では販売量が増えて

いるが、他の 2 郡では現在も自給目的でコメを生産している。 
幾つかの農家で既に二期作が始まっており、水管理組合が形成されつつあり、参加型水

管理手法を習得しつつあることから、アウトプット２も達成されつつあるといえる。 
他方、アウトプット１及び２共通で、パイロット郡以外のガイドライン／マニュアルの

使用については、その作成自体がプロジェクトの 4 年次以降を予定していることから、現

時点において達成は困難であると見込まれる。 
アウトプット３については、パイロットコミューンの普及員の 50％、郡普及員を含むプ

ロジェクト管理組織（Project Management Unit：PMU）のメンバーが研修に参加し普及に関

する理解を深めているが、パイロット郡以外の拡大のためのアクションプランの実行可能

性については困難であると見込まれる。 
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３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

妥当性は中程度である。 
ベトナムは、「社会経済開発 5 カ年計画（2011～2015）」において工業国家をめざしつつ、

農村経済と農業生産への投資を増加させ、コメ生産地方と農家を保護する政策を実施する

としている。また、少数民族、山岳地等貧困地域の住民の生活安定を図るとしている。さ

らに、新開発国家目標プログラムにおいても貧困コミューンを対象にさまざまな農村開発

事業が展開されている。こうした政策や国家事業はプロジェクトの対象地域や趣旨と合致

している。 
実施機関である DBP-DARD の役割は、農家に対し適切な栽培方法を教え、農業インプ

ットを削減し、省内の経済格差を農業を通じて是正していくことにある。コメ、トウモロ

コシ、ダイズといった主要作物の増産は最優先事項であり、プロジェクト目標との整合性

は高い。また、ターゲットグループ（Target Group：T/G）である郡の行政官、コミューン

レベルの普及員の農業、灌漑に関する技術や知識は向上する必要があり、日本の技術に対

するニーズは高い。 
一方で、プロジェクトの現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）で示された T/G とプロジェクト目標との非整合、指標と各レベルの目標と

の不一致など計画内容が不明確であり、関係者のプロジェクトの意図の理解に大きく影響

を及ぼしてきた。特に指標については、政府統計の信頼性は低い一方で生産量や販売量の

数値による評価が想定され、かつ 3 郡の違い（DBD は販売も含められるがその他 2 郡は販

売までは達成可能性が極めて低いなど）に関する現状が考慮されていない。こうした点か

ら PDM の大幅な変更が必要と考えられる。 
 

（２）有効性 
有効性は中程度である。 
プロジェクト目標の各指標を定量的に測ることは、ベトナムの統計情報が不確かである

ため困難であり、定性的な情報からの分析となった。パイロットコミューンの農家からは

対象作物の生産量の増加が確認され、今後ともプロジェクト活動を通じた増産は見込まれ

る。一方で、DBD は販売目的に農作物を栽培しているが、それ以外の対象 2 郡は未だ自給

用に対象作物を栽培しており、プロジェクト終了まで、市場志向の農産物、販売量の増加

は不透明である。 
アウトプットのプロジェクト目標達成への貢献については、論理的に栽培手法や灌漑管

理手法が改善され、地方政府職員の能力が向上すれば生産物の増産は見込めるものの、各

アウトプットの指標の論理的な構成は不明確であり、指標の達成度からの判断は困難であ

る。 
 

（３）効率性 
効率性は中程度である。 
各アウトプットの達成度については、上述のとおり統計上の問題から正確な数値による

評価は困難である。インタビュー結果等、定性的にはパイロットコミューンでの肥料の使

用法方法は有機肥料導入により改善されつつあり、優良種子の試験栽培が実証圃場で行わ

れている。また、灌漑施設管理については参加型水管理手法が紹介され各パイロットコミ

ューンにおいて水利組合（Water User Group：WUG）の設立が進んでいる。対象パイロッ
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トコミューンの農業普及員の半数は研修に参加し、プロジェクトの進める普及方法や参加

型水管理手法に関する理解度は深まっているが、まだ改善の余地は残されている。さらに、

ガイドライン／マニュアルは 3 年次以降に作成が予定されており、アウトプット１及び２

で目標とされる対象外パイロットコミューンでの使用までは困難であり、アウトプット３

のアクションプラン策定も 4 年次から 5 年次にかけ予定されていることからパイロット郡

以外で実行可能と評価される見通しは困難である。かかるアウトプットの達成への日本側、

ベトナム側双方の専門家、C/P 配置の遅れが活動の進捗に大きく影響を及ぼした。 
 

（４）インパクト 
上位目標であるアクションプランのパイロット郡以外での活用に向け、プロジェクトで

はガイドライン／マニュアルの作成を今後予定しており、パイロット郡全体の農産物生産

量は今後も普及活動の強化を通じ、ある程度の見込みがある。また、プロジェクトで導入

を図りつつある有機肥料作成は、化学肥料の使用量を抑え、パイロットコミューンの農家

の経済面、環境面、衛生面でのインパクトを既にもたらし、一部のターゲット郡では、肥

料生産のプロセスで生じる木酢液を活用し家畜にも良い影響を与えている。 
また、プロジェクトはモン族が大半を占める対象郡において灌漑用水を利用した水稲栽

培技術の導入を進めており、かかる技術に対するパイロット農家の更なる認識の変化が観

察された。 
さらに、パイロットコミューンの女性はプロジェクトの研修にも積極的に参加し、コメ

等の作物栽培技術に関する知識を高める機会を得ている。 
 

（５）持続性 
持続性はやや高い。 
山岳地、少数民族の支援に重点を置くベトナムの政策は維持される見込みである。また、

農業を促進する DBP-DARD の予算は堅調を維持し、日本のコメ等の栽培技術の維持、普

及に前向きである。郡、コミューンレベルの普及員の数は絶対的に不足し、普及体制は強

化される必要があるが、貧困地域のコミューンには多少の優遇措置が講じられている。ま

た、研修教材など普及の質向上も持続性にかんがみつつ、プロジェクトで普及効果を示し

ていくことにより継続的かつ拡大した地域での使用が期待される。農家については、少な

い投資でコメ等の生産量を上げることに極めて敏感であり、プロジェクトにて導入されつ

つある栽培技術を継続していく明らかな意思表示が確認された。参加型灌漑管理について

はなお理解促進のための時間を要するとみられるものの、忍耐強い活動が持続性を担保す

るうえでも求められている。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

プロジェクト目標の指標とプロジェクト終了時の到達点が不整合であるものの、活動の

内容や順列には大きな問題はなく、また、開始が遅れたものの現在は計画内容に沿って活

動が実施されている。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト開始当初から 10 カ月間は、現状調査や準備ワークショップ（Workshop：
W/S）が重点的に行われ、研修や試験栽培の開始は 2011 年 6 月以降となった。一方、綿密 
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な現状調査が行われたことで農家の課題が明確となり、それに沿った技術を移転するに至

っているともいえる。 
プロジェクト・ディレクターのリーダーシップ及び、途中交代したプロジェクト・マネ

ジャーのプロジェクトへの理解、省 PMU の毎週及び月例会議、郡 PMU との月例会議を通

じた C/P と日本人専門家間の密なコミュニケーションは活動を円滑に進めるうえで貢献し

ている。 
 
３－４ 問題点及びその要因 
（１）計画内容に関すること 

現行 PDM は、T/G とプロジェクト目標との関連があいまい、かつ、プロジェクト目標と

アウトプットの指標と各レベル達成とのずれがあり、論理的にプロジェクトの到達点やア

ウトプットの達成状況を測ることが極めて困難である。こうした背景は関係者間のプロジ

ェクトの方向性や内容の理解へ大きな障壁となったことは否めない。 
 

（２）実施プロセスに関すること 
プロジェクトは、ベトナム北西部地域で初めての農村開発分野の JICA 技術協力プロジ

ェクトであり、プロジェクトの意義や技術協力プロジェクトとしての実施方法を理解する

ために一定の時間を要した。 
 

３－５ 結 論 
本プロジェクトは、ベトナム北西部地域における最初の農村開発プロジェクトである。プロ

ジェクト開始当初は、専門家派遣やベトナム側 C/P の配置の遅れ、先方が日本のプロジェクト

を理解するまでに時間がかかったことなどさまざまな困難もあったが、双方の努力の結果、最

近は良い成果が現れつつある。 
PDM 上の上位目標、プロジェクト目標、アウトプットの表現と、その達成度を測る指標が不

整合であったため、評価団は DARD スタッフや農家へのインタビューを通じて、主に定性的な

観点から達成度を評価した。他方、目標やアウトプットの各表現と指標には不整合があるもの

の、プロジェクトは農家への栽培技術のさまざまなオプションを示すことなどにより、コメ、

トウモロコシ、ダイズの生産量増加に貢献していることが確認できた。有機肥料の導入による

衛生面での改善などの正のインパクトも既に一部では発現している。また、組織、財政、技術

の主要な三本柱の持続性は、将来のプロジェクトにとって特に重要であるが、好調なベトナム

経済も反映して比較的高いと判断される。 
これらを踏まえて、以下に述べる提言に従って若干の活動の変更を行い、プロジェクトは残

りの期間の活動を続けることとする。 
 
３－６ 提 言 

３－６－１ PDM の改訂 
（１）プロジェクト目標 

プロジェクト目標は変更しない。他方、指標については、プロジェクト期間にパイロ

ット集落よりも広い地域に影響を及ぼすことは困難と予想されることから、測定する対

象は、「パイロット郡」の代わりに「パイロット集落」とすべきである。また、農村開発

が促進された状況を、農業粗利益や生産量などの個別指標で測ることは困難なことや、

統計にやや正確さを欠くことも考慮すると、「営農状態の向上」という総合的指標に置き
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換えるべきである。指標の入手については、営農状態は統計情報のみならず、インタビ

ュー調査、アンケート調査及び試験栽培結果を基に評価すべきである。 
 

（２）上位目標 
上位目標の達成時期や行動計画の使用者を指標の中で明確にし、プロジェクト目標の

指標の部分と同様に、現在の指標を営農状態の向上という総合的指標に置き換えるべき

である。 
 

（３）アウトプット 
アウトプット１については、パイロット集落で作成される改善計画は、各郡の状況に

応じ内容を精査すべきである。また、アウトプット２については、重要なことは如何に

灌漑施設を農民たちが管理していくかであり、指標は WUG への支援を通じた農民の能

力向上へより焦点を絞るべきである。 
 

３－６－２ 灌漑施設維持管理 
作物生産量を増加させるための重要な道具である灌漑施設は、農民によって適切に管理さ

れなければならない。現時点では、すべての集落に水管理組合や灌漑管理の規則があるわけ

ではない。これらがまだない集落においては、適切な設計や維持管理のためにも、各灌漑系

統に早急に水管理組合の設立や規則を制定していくべきである。 
 

３－６－３ 技術交換 
パイロット集落ではさまざまな試みがなされているが、農村開発の相乗効果を生み出すた

めに、お互いが訪問しあうことにより、それぞれの良いところや自分の集落に応用すべきこ

とを学ぶべきである。また、パイロット集落同士の視察以外にも、省内にいくつか存在する

先進地区の視察も強く推奨される。 
 

３－６－４ ベトナム人人材の活用 
ベトナム国内の人材は、効果的・効率的なプロジェクトの実施のために必要に応じ活用さ

れるべきである。彼らは言語や文化の面からもプロジェクト活動に優位に働くことが期待さ

れる。例として、日本人専門家の確保が難しいポストハーベストや販売の分野で、ベトナム

人専門家が参加することによって日本人専門家をサポートすることができれば大きな助けに

なる。 
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評価調査結果要約票（英文） 
 

I. Outline of the Project 

Country: Socialist Republic of Viet Nam Project Title: The Northwest Region Rural 
Development (NORRD) 

Issue/Sector: Agriculture / Rural Development  Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project

Division in charge: Viet Nam Office 

Total cost: 143,000,000 yen (as of March, 2013) 
Partner Country’s Implementing Organization: 
Department of Agriculture and Rural Development 
(DARD) 

Period of 
Cooperation: 

August 1, 2010 – July 31, 2015 
(Five (5) years)  Supporting Agencies on Japanese side: Ministry of  

Agriculture, Forestry and Fishery   R/D signing: 23rd June 2013 
1-1．Background of the Project 

With the population of 87,840,000 (2011), GDP per capital of USD 1,300 (General Department of 
Statistics, 2011) and under the “Doi Moi” (renewal) Policy that leads to the vigorous economic growth 
with the application of market-economy mechanisms, the economic gap between urban and rural areas 
tends to be expanded. And the reduction of this gap has become as a major problem for the sustainable 
development of Vietnam. In the four provinces in the Northwest of Vietnam, including Lai Chau, Đien 
Bien (hereinafter ‘DBP’), Son La and Hoa Bình provinces, about 80％ of local population is attributed 
to ethnic minority groups and the rate of poor household accounts to about 50％ (2010). This is a focal 
area for hunger eradication and poverty reduction. 

In these four provinces, the agriculture sector of DBP, which is generating 37％ of the provincial 
GDP and creating job opportunities for 79.9％ of local people, is regarded as the key economic sector 
with the annual growth rate of about 5％ (average rate 2000 - 2005). Major agriculture products are 
rice, maize and soy bean with the total production of 145,000 tons, 67,000 tons and 15,000 tons 
respectively in 2009. Rice, in particular, is not only consumed in Dien Bien Phu City, but also in Ha Noi 
and exported to Laos. As the brand of DB rice is famous and highly preferred by Vietnamese consumers 
for its prominent taste, its price is high. However, except DB District (hereinafter ‘DBD’) with 
favorable irrigation conditions, the productivity of rice cultivation in other districts in DB Province is 
lower than the mean productivity nation-wide. Due to the lack of irrigation facilities, the land available 
for double rice cropping per year is limited and rice productivity is low as compared with that of 
national scale. In addition, in the districts with the scarcity of flat land, the clearance of forest for 
shifting cultivation with maize and cassava as the major crops for self-consumption affects the 
environment. The role of local government authorities in supporting agricultural production is limited 
due to the shortage of state budget, human resource and capacity as well.  

In this context, the Government of Vietnam (‘hereinafter, ‘GoV’) has requested the Government of 
Japan technical cooperation project for strengthening of agriculture so that it could be a key sector of 
the Northwest region.  

 
1-2．Project Overview 
(1)Overall Goal: The rural development in DBP is promoted. 
 
(2)Project Purpose: The rural development in the pilot districts is promoted through strengthening the 

system, as district government being the core thrust force, to improve the 
production, post harvesting and marketing of market-oriented agricultural 
products 
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(3)Outputs: 

1. The method and approach for cultivation, post harvesting and marketing of agricultural products as 
paddy, soybean, maize, etc. are improved in the Pilot District 

2. Water resource distribution and irrigation infrastructure management are improved in the Pilot 
District 

3. The capacity of rural development of local government such as provincial, district and commune 
people’s committee and some agencies under those committees as well as mass organizations and 
agricultural enterprises is improved through strengthening the production, post harvesting and 
marketing of market-oriented agricultural products 

 
(4)Inputs up to Evaluation 

Japanese side 
 Experts specialized in crop cultivation and irrigation areas have been dispatched to Viet Nam 

up to date. 
 JY 143,331,500 was allocated as the total of project cost of dispatch of Japanese experts, 

provision of equipment, and local cost. 
 20 (participatory water management and rural development) of C/P were dispatched for 

training in Japan. 
Viet Names side 

 23 officials from DARD including representatives from Commune People’s Committee (herein 
after ‘CPC’) are appointed as main C/P. 

 2 Project offices in DARD have been provided for Japanese experts and project staff, as well as 
for project meetings. 

II. Evaluation Team 

Vietnamese 
side 

Mr. Tran Kim Long: 
Deputy Director General, International Cooperation Department, Ministry of 
Agriculture and Rural Development 

Mr. Nguyen Anh Minh: 
Director, Bilateral Cooperation Division, International Cooperation Department, 
Ministry of Agriculture and Rural Development 

Japanese 
side 

Mr. Takeaki SATO : Team Leader, Visiting Senior Advisor, JICA Headquarter 
Mr. Eiji YOKOI : Integrated Rural Development, Overseas Land Improvement 

Cooperation Office, Designing Division, Rural Infrastructure 
Department, Rural Development Bureau, Ministry of Agriculture, 
Forestry and Fishery, Japan 

Mr. Satoshi YAMAMOTO: Cooperation Planning, Project Formulation Advisor, JICA 
Vietnam 

Ms. Kazuko SHIRAI: Analysis and Review, VSOC Co., Ltd. 
Schedule of 
survey  March 4, 2013 to March 17 , 2013  

III. Results of Evaluation 
3-1. Project Performance 
(1) Project Purpose  

It is very difficult to evaluate the achievement of the Project based on the Objectively Verifiable 
Indicators (hereinafter, ‘OVI’) described in the present PDM, since the OVI and achievement are not 
well matched. Therefore, the review team (hereinafter ‘the team’) decided to analyze the present level 
of achievement and prospects with the qualitative information collected from stakeholders.  

Current Project Purpose: The rural development in the pilot districts is promoted through 
strengthening the system, as district government being the core thrust force, 
to improve the production, post harvesting and marketing of market-oriented 
agricultural products 
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Current OVI: See bellow table. 

Indicator Achievement result 
1) Average gross profit of farmers 

in the pilot district increases by 
XX％ in average 

Some of farmers at the pilot communes explained their profit out 
of rice production has increased, and saved some money by 
producing organic fertilizers. With the activities planned in PDM, 
the farmers are expected to improve their farming in the latter part 
of project period through strengthened local government officers. 

2) Production, amount of sales, 
value of sales of market 
oriented agricultural products 
such as paddy rice, maize and 
soy beans increase by more 
than XX％ respectively in 
Pilot Districts 

DBD has potential to increase sales, value of sales of market 
oriented agricultural production with more market- focused 
extension services. In two districts (Tuan Giao district (hereinafter 
‘TGD’) and Muong Cha district (hereinafter ‘MCD’)), rice is 
produced for self-consumption because the people have scarce of 
rice. Also, livestock such as pig and buffalo is sold for cash. 
Therefore, the project goal for DBD, TGD and MCD may differ. 

 
(2) Outputs 

Output1 has been partly achieved. Through introduction of organic fertilizer composts, some of pilot 
farmers have improved their practices in using fertilizer, and high quality seeds are in a process of test 
cultivation. On the other hand, while sales volume is somewhat increasing in DBD, rice is still produced 
mainly for self-consumption in other two target districts. Also, some of OVIs are unclear to measure the 
achievement of Output 1. 

Some pilot farmers already started double cropping and Water User Groups (hereinafter ‘WUG’s) 
have been formed to practice participatory water management, which describe that some parts of Output 
2 have been achieved. The Project expects that the implementation plan will be executed only in the 
pilot villages, since the Project will establish guideline/manuals for dissemination in 4th to 5th project 
year.   

With regard to Output 3, 50％ of extension workers at commune level in pilot communes, Project 
Management Unit (hereinafter ‘PMU’) members including extension workers at district level 
participated to training on extension. However, practice of action plan in non-target districts in DBP is 
not evaluable at present, since the action plan will be formulated 4th to 5th project year.  

 
3-2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevancy: Moderate 

The GoV states its economic goal in the Social and Economic Development Plan of 2011-2015 in 
which it will increase investment on rural economy and agriculture production while seeking for 
industrialization of the nation, as well as implement policies for promotion of rice cultivation. Also 
GoV implements the National Target Program for New Rural Development, which is focusing on 
poorest communes to facilitate variety of rural development. The Project objectives are consistent with 
these policies and programs of GoV 

The role of DARD as the implementing organization of the Project is to introduce appropriate 
measures of crop cultivation to farmers, using less input and to narrow the development gap among 
districts in DBP. For DARD, increase of rice, maize and soy beans production is the highest priority, 
which proves high consistency with the Project purpose. Also, since it is necessary for extension 
workers at district and commune levels to improve their knowledge and skills in agriculture and 
participatory water management, Japanese technologies have been more than welcomed to introduce. 
With regard to the present PDM, however, OVI do not match with the project purpose or the target 
group. Such unclear contents of plan effected understanding of the project concept among stakeholders 
of both Japanese and Vietnamese sides. Especially OVI should be more clearly mentioned with clear 
target figure, and revision of the whole parts of OVI in the present PDM is strongly recommended so as 
to make the achievement of Project as measurable. 
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(2) Effectiveness: Moderate 

Since it is difficult to evaluate the achievement of the Project Purpose quantitatively, the team 
decided to evaluate it qualitatively by analyzing collected information from stakeholders. The team 
identified that the pilot farmers already increased crop production and they will continue to increase 
with project supports. On the other hand, it is also clear that DBD where increase in sales of production 
is possibly foreseen, while farmers in other two pilot districts are still producing rice mainly for 
self-consumption. As for logicality of achievement of outputs and the project purpose, it is still true that 
if crop cultivation and irrigation measures improved through better services from local government 
staff, the crop production will also increase. The problem is illogical or unclear setting of OVI of 
outputs from which is difficult to verify the contribution of outputs to achievement of the Project 
Purpose.   

 
(3) Efficiency: Moderate 

As stated above, it is difficult to evaluate the achievement of three outputs quantitatively. With 
qualitative points of view, interviewed pilot farmers reported that they were aware of better usage of 
fertilizer, and high quality seeds are tested its applicability in demonstration farms. Participatory 
irrigation management system is introduced in the pilot communes mostly where the WUGs are already 
formed. About 50％ of extension workers at district and commune level participated in training in 
order to understand and practice extension tools and styles as well as participatory irrigation system that 
the Project introduces. However, it is difficult to judge how much guideline/manuals will be used in 
non-target communes, since the materials will be formulated in 4th to 5th project year. It is also difficult 
to foresee that the action plan will be regarded as useful by stakeholders in non-target districts, since the 
plan will be made by the end of the Project. Delay of dispatch of Japanese experts and appointment of 
the C/P placement caused a delay of the progress of the activity, and those factors influenced to the 
achievement of the Outputs. 

 
(4) Impact: Some positive impacts are already observed. 

The Project plans to formulate guideline/manuals to disseminate action plan in non-target districts in 
DBP, it is expected that crop production will increase through strengthened government staff in the 
province in future. Also, organic fertilizer composts introduced by the Project have already positive 
impact to reduction of chemical fertilizer, cleaner environment and even better health of cattle of some 
pilot farmers. The Project introduces paddy rice cultivation technology using irrigation water in the 
target area where the ethnic group mostly live in, and the team observed that pilot farmers are gradually 
aware of new technology of rice cultivation for settlement. Women in the pilot communes actively 
participated in the training and obtain further knowledge of crop cultivation. 

 
(5) Sustainability: Relatively high 

The national policy which prioritizes to improve livelihood of farmers living in mountainous areas 
and ethnic groups will be sustained. Budget of DARD of DBP to promote agriculture also will steadily 
increase, and DARD positively expresses to sustain and disseminate crop cultivation technology that the 
Project transfers. With very much limited number of extension workers at both districts and commune 
levels, it is still necessary to improve the quality of extension services for better crop cultivation and 
irrigation management in future. In order to tackle variety of problems of farmers, DARD appoints 
additional workers in poorer communes.  

The Project is collaborating with organizations such as Agriculture Center and Plant Protection 
Center in the target districts, and it is expected that staffs will sustain transferred extension tools and 
training styles for better extension services in future as well. Pilot farmers are extremely positive in 
adopting new technologies on crop cultivation, and expressed that they would continuously use it even 
after the Project ends. With regard to participatory irrigation management system, however, it would 
take some time for farmers and even District PMU members to understand its objectives clearly. 
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3-3．Contributing factors for achievement of the Project 
(1) Factors concerning to Planning  

Although the OVI of the Project Purpose and the achievement level are inconsistent, contents and the 
order of the activities are appropriately set, and the Project catches up the schedule described in PO at 
present. 

 
(2) Factors concerning to Implementation process 

The Project focused on baseline survey and preparatory workshops (hereinafter, ‘W/S’) in the first 10 
months, and started training and testing cultivation after June 2011. Through such careful survey and 
preparation, the issues of the farmers were clearly identified, and the Project was able to transfer the 
knowledge and skills based on the findings and information to meet farmers’ needs. 

The leadership of the Project Director and understanding of the present Project Manager, close 
communication between Japanese experts and Provincial PMU and District PMU through weekly and 
monthly meeting gradually contribute to smooth implementation of the project activities. 

 
3-4. Inhibiting factors for achievement of the Project 
(1) Factors concerning to Planning  

In the present PDM, relation between target group and the Project Purpose is unclear and there are 
gaps between OVI of the Project Purpose and Outputs, thus it is difficult to measure the achievement of 
the Project and contribution of the outputs logically. Such background largely affected the 
understanding of direction and the contents of the Project among the people concerned.  

 
(2) Factors concerning to Implementation process 

The Project was the first JICA technical cooperation project for rural development in northwestern 
part in Vietnam and it needed some time for the stakeholders to understand the objectives of the Project 
and how to implement it. 

 
3-5.Conclusion 

The Project was the first JICA technical cooperation project for rural development in northwestern 
part in Vietnam, and there was a difficulty in dispatching Japanese expert and the C/P appointment at 
the beginning of the Project. However, certain achievements of the Project are identified by both efforts 
at present. Since OVI set in PDM and the achievement to be measured are not corresponded, the team 
decided to analyze the achievement in qualitative viewpoint from information collected through 
interviews in pilot farmers and Provincial and District PMU.  

The Project indeed contributed to increase of production of rice, maize an soybean up to date by 
transferring various farming techniques to pilot farmers. In addition, the impacts such as the hygiene 
improvement by the organic fertilizer production were confirmed as well. Sustainability was evaluated 
as relatively high in viewpoints of organizational, financial, and technical aspects. While the activity of 
the Project needs some changes based on the following recommendations, it is expected that the Project 
will implement them continuously. 

 
3-6. Recommendations 
3-6-1. Revision of PDM 
(1) Project Purpose 

The achievement of Project Purpose should be measured in pilot village instead of pilot district. As to 
the OVI, it is difficult to evaluate the situation where rural development was promoted by individual 
OVI such as gross agricultural profit and/or amount of products. Therefore, current OVI should be 
replaced with comprehensive OVI, namely farming status. For means of verification, farming status is 
assessed by questionnaire survey and results of experimental cultivation in addition to statistics 
information.  
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(2) Overall Goal 

Specific date of achievement of overall goal and main user of action plan should be clarified in the 
OVI. Similarly as stated in the part of the OVI of project purpose, current OVI should be replaced with 
comprehensive indicator, namely farming status. 

 
(3) Output 

For Output 1, improvement plan described in OVI should be elaborated depending on districts 
condition. Regarding Output 2, OVI should be modified to focus on capacity development of farmers 
through support to WUG. 

 
3-6-2. Operation and Maintenance of Irrigation Facilities 

Irrigation facility, which is the major tool for increasing crop production, needs proper management 
by farmers. At present not all of the villages have their WUG and regulations on irrigation management. 
The village where WUG and regulations does not exist should establish and enact them at each 
irrigation scheme urgently for appropriate design and operation/maintenance.  

 
3-6-3. Technical Exchange 

Exchange views and opinions between the pilot village members should be carried out in order to 
learn advantage of each village and to generate synergetic effects of rural development. 

 
3-6-4.Mobilization of National Resources 

National human resources should be used for effective and efficient project implementation if need 
be. They often give the Project advantages for carrying out project activities from the view point of 
language and culture etc. For instance, Vietnamese experts’ participation in the Project could be a great 
help to technology transfer of postharvest and marketing area as supporters to Japanese experts. Project 
could be a great help to technology transfer of postharvest and marketing area as supporters to Japanese 
experts.   
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第１章 中間レビューの概要 
 
１－１ 調査団派遣の目的 

本中間レビュー調査の目的は以下のとおり。 
 

（１）プロジェクトの進捗を、現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM Version 1.0）
と活動計画（PO Version 1.0）を基にして確認する。PDM Version 1.0 と PO Version 1.0 につい

ては、付属資料４を参照のこと。 
 
（２）プロジェクト実施上の問題点や課題を明確にする。 
 
（３）PDM を見直し、必要であれば改定を行う。 
 
（４）評価５項目（妥当性、効果、効率性、インパクト、持続性）を用いてプロジェクトの達成

の度合いを評価する。 
 
（５）プロジェクト目標を達成するために必要な協力期間終了時までの活動と対策について提

言を行う。 
 

１－２ 調査団の構成 

＜日本側レビューメンバー＞ 

氏 名 担当業務 所 属 現地調査期間 

佐藤 武明 団 長 JICA 客員専門員 3 月 10～17 日 

横井 英治 総合農村開発 農林水産省農村振興局整備部 3 月 10～17 日 

山本 聡 協力企画 JICA ベトナム事務所 3 月 10～17 日 

白井 和子 評価分析 株式会社 VSOC 3 月 04～17 日 

 
＜ベトナム側レビューメンバー＞ 

氏 名 所 属 

Mr. Tran Kim Long 
Deputy Director General, 
International Cooperation Department, Ministry of 
Agriculture and Rural Development（MARD） 

Mr. Nguyen Anh Minh 
Director, Bilateral Cooperation Division, International 
Cooperation Department, Ministry of Agriculture and 
Rural Development（MARD） 

 

１－３ 調査団派遣日程 

本合同調査は、2013年3月4日から3月17日までの 14日間、以下の日程のとおり実施された。 
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日 順 月 日 活 動 宿泊地 

1 3/4（月）
評価分析コンサルタント移動（日本→ハノイ）、 
JICA ベトナム事務所での団内協議 

ハノイ 

2 3/5（火）
評価分析コンサルタント移動（ハノイ→DB）、 
プロジェクト日本人関係者との協議、インタビュー調査 

ディエンビ

エン（DB）

3 3/6（水）
6 カ所のパイロットサイト視察及び現地プロジェクト関

係者へのインタビュー調査、評価資料の取りまとめ 
DB 

4 3/7（木） 同上 DB 

5 3/8（金） 同上 DB 

6 3/9（土） 同上 DB 

7 3/10（日）
総括、総合農村開発担当団員移動（日本→ハノイ）、 
JICA ベトナム事務所での団内協議 

DB 

8 3/11（月）
総括、総合農村開発担当、協力企画移動（ハノイ→DB）、
団内協議 

DB 

9 3/12（火）
インタビュー調査結果、全収集資料の取りまとめ、分析、

及び中間レビュー報告書（案）作成 
DB 

10 3/13（水）
午前：郡の C/P への中間レビュー結果（案）の説明 
午後：中間レビュー報告書（案）作成 

DB 

11 3/14（木）
午前：中間レビュー報告書（案）作成 
午後：プロジェクト・ディレクターとの協議 

DB 

12 3/15（金）
午前：中間レビュー調査英文報告書最終化作業 
午後：第 2 回合同調整委員会（JCC） 

DB 

13 3/16（土）
評価団員移動（DB→ハノイ）、 
本邦評価団員移動（ハノイ→日本） 

機内 

14 3/17（日） 本邦評価団員 日本到着 － 
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第２章 中間レビューの方法 
 
２－１ 評価の手法 

日本側、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）側レビューチームが合同で、

「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」
1
に基づき、現行 PDM（PDM Version 1.0）と評価５項目

による評価手法を用い、①プロジェクトの達成、②実施プロセスの検証、③評価５項目の検証を

行った。評価５項目を下表に示す。 
 

妥当性 
プロジェクトのターゲットグループ（Target Group：T/G）のニーズへの整

合性、プロジェクト内容の先方政府と援助側の政策や優先順位との整合

性、プロジェクトの戦略やアプローチの妥当性に関する視点。 

有効性 
プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもた

らされるかに関する視点。 

効率性 
アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換され

ているか（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も

効率的な方法を適用しているかも必要に応じ問う。 

インパクト
上位目標の達成見込みと、プロジェクトの直接／間接的影響。また、正／

負、予期した／予期していない影響も確認する。 

持続性 プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらす影響と持続性を問う視点。

 
２－２ 評価の方針 

2013 年 2 月 21 日に実施された本調査の対処方針に基づき、以下の点を評価方針として設定し

た。 
・プロジェクトの実績を現行版 PDM Version 1.0 に沿ってまとめ確認する。 
・評価５項目の視点を用い、事実・根拠に基づく将来の見込みの結果としての各項目の評価を

導くと同時に、これまでのプロジェクトの達成への成功要因／阻害要因を明らかにする。 
・５項目のなかでも、プロジェクト目標の達成見込み（有効性）、アウトプットの達成状況と

投入との関連（効率性）、各レベルの指標などに特に着目し注意深く考察する。 
・PDM Version 1.0 の論理性、指標、活動を精査し、今後のプロジェクトの円滑な事業運営に生

かすと同時に、より適切に終了時評価を行えるような PDM 改訂版作成をめざす。 
 

２－３ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

評価グリッドに基づき、評価５項目それぞれに調査項目を設置した。また、データ収集方法は

５項目共通に適宜活用した。なお、調査項目、方法及び調査結果の詳細については、付属資料６

「評価グリッド調査結果表」を参照のこと。 
 
 
 

                                                        
1
 新 JICA 事業評価ガイドライン【実践編】第 1 版（執務要領）P70-73 表 14「中間レビューの主な視点」（JICA 評価部,2010 年

10 月） 
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２－３－１ 調査項目 
（１）妥当性 

ベトナムの政策、農村開発事業との整合性、カウンターパート（Counterpart：C/P）や

T/G のニーズとの合致等 
 

（２）有効性 
プロジェクト目標（農産物の生産から販売推進のための郡行政機関体制の強化を通じた

農業開発促進）の達成度（見込）及び指標の適切性、3 つのアウトプットのプロジェクト

目標達成への論理的貢献、外部条件の現状等 
 

（３）効率性 
各アウトプットの達成及び指標の適切性、インプット（人材、資機材、資金）の有効活

用、他事業との連携等 
 

（４）インパクト 
上位目標の達成度及び指標の適切性、政策、T/G への影響等 

 
（５）持続性 

政策の維持の見込み、財政面の将来的展望、体制と技術の維持普及等 
 

２－３－２ データの内容と収集方法 
情報収集方法には、プロジェクト報告書、政策文書等を用いた文献の分析、一連の議論、農

業セクターの省、郡、コミューンレベルの関係政府職員等へのインタビュー（個人、グループ）、

プロジェクトサイト視察等が含まれる。 
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第３章 プロジェクトの達成状況 
 
３－１ 投入実績 

投入実績については、日本側及びベトナム側より収集し、取りまとめた。付属資料３「投入実

績一覧」を参照のこと。なお、以下に各投入実績の概要を示す。 
 
３－１－１ 日本側投入実績 
（１）専門家派遣 

本プロジェクトには、①総括／農村開発、②灌漑／水資源管理／水管理組織、及び③業

務調整／研修計画の長期専門家 3 名が派遣されている。 
また、短期専門家は①作物栽培、②営農計画、③小規模灌漑施設整備、栽培技術普及の

分野で派遣されているほか、作物栽培と普及分野に運営指導専門家が派遣されている。 
 

（２）研修（本邦研修） 
これまで、13 名の C/P を小規模灌漑施設整備に関する C/P 研修に派遣した。また、農民

参加型水管理システム、農民参加による農業農村開発をテーマとした集団研修にも計 8 名

が参加した。研修参加後は、省のプロジェクト管理組織（Project Management Unit：PMU）、

郡の PMU において経験と情報の共有を図った。 
 

（３）機材供与 
これまで、車両 2 台、プロジェクト事務所 PC 等事務機器、測量機器等、約 572 万円相

当の機材を供与した。また、一部の車両については、JICA 北西部水源地域における持続可

能な森林管理プロジェクトとの共同運用がなされている。 
 

（４）ローカルコスト 
ローカルコストとして、土壌調査、水稲栽培実態調査、流量調査等に係るローカルコン

サルタント雇用費等のほか、2010 年、2011 年度のベトナム側プロジェクト運営費も会計上

の理由から日本側が負担した。 
 

３－１－２ ベトナム側投入実績 
（１）プロジェクト要員 

ベトナム政府は、本プロジェクトの C/P として、プロジェクト・ディレクターにディエ

ンビエン省（Dien Bien Province：DBP）農業農村開発局（Department of Agriculture and Rural 
Development：DARD）局長、プロジェクト・マネジャーに DBP-DARD 農業部長、パイロ

ット 3 郡から PMU メンバーとして各 7 名（21 名）の計 23 名を任命している。 
 

（２）施設・設備の提供 
ベトナム政府は DBP-DARD 内に、プロジェクトオフィスを 2 室専門家執務、会議等の

ため提供している。また、DARD 内施設（会議室等）の利用もなされている。 
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（３）プロジェクト運営費 
2012 年度は PMU 給与ほか、電気光熱費、日当、備品購入、会議費等について 76 万 4,900 

VND を負担した。 
 

３－２ 活動の達成状況 

プロジェクトの詳細な活動については、1 年目はベースライン調査、準備ワークショップ

（Workshop：W/S）、日本人専門家派遣、C/P の配置等に注力し、2 年目以降現在に至るまでは、

研修、実証圃場での栽培、灌漑のための水利組合（Water User Group：WUG）設立等、活動に応

じて進捗している。付属資料２「活動実績」を参照のこと。 
 

アウトプット１：パイロット 3 郡において、水稲、とうもろこし、大豆等の農産物の生産、加工、販売

の手法が改善される。 

1-1 候補コミューンにおいて、営農状

況調査を行い、パイロットコミュ

ーン（パイロットコミューン）を

選定する。 

- プロジェクトは情報収集とパイロットコミューン決定のた

めの現地調査を実施した（2010/09-11）。                  
- 第 1 回 JCC（2011/6/23）において、対象 3 郡及び郡内の 6 つ

のコミューンを正式に決定した。    
1-2 選定されたパイロットコミューン

において、農産物の栽培、加工、

販売状況、農村インフラ、灌漑シ

ステム、農業普及体制等について

の BL 調査を実施する。 

- プロジェクトは農業計画・企画国立研究所（National Institute 
of Agricultural Planning and Projection：NIAPP）と契約を締結、

ベースライン（BL）調査を実施した（2011/2-6）。第 1 次調査

では、8 カ所のパイロット集落を選定した。 
- 第 2 次調査では、選定したパイロット集落における穀物栽培

と灌漑に関する課題抽出のための W/S を開催した。 
- プロジェクトは冬季/春季（2011/5-6）及び夏季/秋季（2011/10）
の作物調査を実施し現状を把握した。 

1-3 栽培、加工、販売に関する W/S を

実施し、その課題を抽出し農業と

普及員の理解を深める。 

- プロジェクトはパイロットコミューンにおいて、プロジェク

トの目的、活動、コミューンの課題についての概要説明のた

めの W/S を開催した（2011/7-8）。 
- また、世帯調査も実施し、戸別農家の課題について詳細な情

報を入手分析した（2012/9）。 
- これらの調査を通じ、プロジェクトはコメ栽培に関し、種子

の品質、病害虫対策、品種、肥料等の課題を抽出した。また、

トウモロコシやダイズの情報も併せて収集した。 
1-4 特定された課題を踏まえ、栽培、

加工、販売に係る課題に対して、

農業、普及員とともに改善計画を

策定する。 

- コメ栽培のための実証圃場の十分な準備ができないまま季節

を迎え、プロジェクトは試験を開始しなければならなかった。 
- 農家のニーズに基づいて、プロジェクトは改善計画案を策定

し、W/S において農家の合意を得た（2012/12）。 
1-5 農家に対して栽培、加工、販売に

関する研修を実施するとともに、

研修内容が営農にいかに活用され

ているか確認する。 

- プロジェクトは選定した 6 つの集落で水稲、トウモロコシ栽

培に関する研修を実施した。 
- プロジェクトは乾期米栽培（2011/2012 及び 2012/2013）, 雨
季米栽培（2012）、及び春季／夏季のトウモロコシ、秋季／

冬季のダイズ栽培に関する実証研修を開始した。 
- プロジェクトはコメ、トウモロコシ、ダイズの栽培上発生す

る病害虫に関する研修を実施した。 
- プロジェクトは今後、モデル農家が農薬希釈液の作成方法を

適用し種子の準備を進めるか、次回の作付け期にモニタリン

グを行う予定。 
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 - プロジェクトは有機肥料生産に関する研修を実施し、バック

マーにてリーダー研修を実施した（研修については付属資料

３を参照のこと）。 
1-6 パイロットコミューンにおける上

記の活動をモニタリング、検証す

るとともに、普及員が農家のニー

ズに根差した改善計画を策定し、

実施するためのガイドライン／マ

ニュアルを作成する。 

- プロジェクトは PMU の会議を定期的に開催し、プロジェク

ト活動のモニタリングを進めている。 
- 改善計画はその基となる改善目標を既に設置している。ガイ

ドライン／マニュアルは 4 年次に作成予定。 

1-7 作成されたガイドライン／マニュ

アルに基づき郡内の他のコミュー

ンでの農業普及活動を普及員等が

実践することを支援する OJT を実

施する。 

- プロジェクトは今後、パイロット郡以外の郡のコミューン用

のガイドライン／マニュアルを使用したオンザジョブ・トレ

ーニング（On-the-Job Training：OJT）の実施の有無、実施す

る場合の方法等について検討する。 

アウトプット２：パイロット郡で水資源の配分が効率化するとともに、灌漑施設管理が改善される。 

2-1 水資源の利用等にかかわる課題に

ついて W/S を実施し、その課題を

抽出し農家・灌漑施設管理者の理

解を深める。 

プロジェクトは以下の活動を実施してきた。 
- ディエンビエン郡（Dien Bien District：DBD）政府職員向け

小規模灌漑施設の計画、設計、及び灌漑の実施（2011/11）。
- DBD の、ソイルセメント水路の事前試験施工（2011/12）。 
- 水利系統と灌漑地の測量調査による地図作成（2012/3）。 
- パイロットサイトにおける水管理委員会（WMC）

2
の設置と灌

漑管理システムの構築（2012/5～6）。 
- WMC を通じ灌漑とその管理に関する課題やニーズの特定

（2012/8）及び農家との協議（2012/9～12）。 
2-2 課題を踏まえ、すべての農家にと

って効率的・効果的な水利用に関

する改善計画を農家・灌漑施設管

理者と共に策定し、実施する。 

- 抽出した課題に基づき、プロジェクトは改善計画を策定し、

WMC と共有を図った（2012/9～12）。 
- プロジェクトは、農家の意見を設計に反映させることを念頭

に置きつつ灌漑施設設計を外部業者へ委託した（2013/2～）。

2-3 農業施設管理者に対して水利用に

関する研修を実施し、その実践状

況を確認する。 

- C/P は灌漑の管理システムについて農家に説明を行った。  
- プロジェクトは河口取水施工や参加型水管理に関するセミ

ナーを実施した。 
2-4 パイロットコミューンにおける上

記の活動をモニタリング・検証す

るとともに灌漑施設管理者が農家

のニーズに根差した改善計画を策

定し、実施するためのガイドライ

ン／マニュアルを作成する。 

- プロジェクトは建設を開始したのち、モニタリングを開始す

る予定。 
- ガイドライン／マニュアルは年間を通じた灌漑施設管理に

関し記載するため、建設終了後に作成する（2014 年前後）。 

2-5 作成されたガイドライン／マニュ

アルに基づき郡内の他のコミュー

ンで水質改善活動を灌漑施設管理

者が実践することを支援する OJT
を実施する。 

- プロジェクトはガイドライン／マニュアルに基づいた水管

理に関する OJT を 5 年次に実施する予定。 

                                                        
2
 Water Management Committee（WMC）はコミューン内の各集落に既に存在する水管理担当者により構成され、コミューン全

体の水管理を行う委員会。 
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2-6 農村水供給施設や道路等の農村イ

ンフラに関する課題を明確化し、

農民と共に解決する。 

- プロジェクトはソイルセメント水路に関するプレテストを

DBD ヌーンヘットコミューンで実施し、適用可能性検討と施

工歩掛かり調査を行った（2011/12）。 
- プロジェクトは地形地図作成用調査（2012/2～3）、流量調査

（2012/2～3）も実施。 
- 灌漑施設詳細設計書、入札書類、建設図面の作成に関する

OJT（2013/1～）実施中。 

アウトプット３：地方政府（省、郡、コミューン）職員及び関係組織、大衆組織・農民組織や農業系企

業の市場志向の農産物の生産、加工、販売体制強化を通じた農村開発に係る能力が向

上する。 

3-1 普及員の知識・技術の向上及び意

識の改善に必要な研修を行う。 
- プロジェクトは省・郡 PMU に対し以下の OJT を実施してい

る。 
- イネ収量調査法、トウモロコシ収量調査法、稲作水管理方法

に関する OJT（2011/11）及び研修（2012/5） 
- 水稲実証栽培のモニタリング及び登熟度調査に関するセミ

ナー（2012/7） 
- フエ・バックマーでの有機質肥料づくりリーダー育成研修

（2013/1） 
- 郡植物防疫センター職員向け OJT  

3-2 地方政府（省、郡、コミューン）

職員及び関連組織、大衆組織・農

民組織や農業系企業に対して、プ

ロジェクト活動の FB セミナーや

農村開発に関する研修を実施す

る。 

- プロジェクトは郡 PMU（水管理担当の C/P）向けスタディツ

アーをファンリー・ファンティエットで実施中の JICA 農業

開発プロジェクトにて実施し、施工業者との契約業務や施工

管理について学習する機会を提供した。（2012/7）。 

3-3 パイロット郡で構築した成果をパ

イロット郡以外のディエンビエン

省内の郡へ普及するための道筋を

示した活動計画等（アクションプ

ラン）を策定する。 

- プロジェクトは活動計画書を 5 年次に作成予定。 

 
３－３ アウトプットの達成状況 

PDM Version 1.0 版で示された指標に基づくアウトプットの達成状況は以下のとおり。達成状況

は各指標の下段に表記。肥料、優良種子の使用量を政府の統計を基に正確に示すことは極めて困

難であり、研修結果の理解度の変化についてもインタビュー結果から定性的に測定した。 
 

アウトプット１ 
パイロット 3 郡におい

て、水稲、とうもろこし、

大豆等の農産物の生産、

加工、販売の手法が改善

される。 

指標： 
1-1 パイロットコミューンにおいて、肥料の使用方法・使用量が改善する。 
プロジェクトにより導入された有機肥料はパイロット農家に適用されてお

り、化学肥料の使用量が減少した。 

1-2 パイロットコミューンにおいて、優良種子の使用量が増加する。 

プロジェクトは高品質種子によるテスト栽培を試験圃場で実施中。 

1-3 パイロットコミューンにおいて、水稲、とうもろこし、大豆の販売量が

XX％増加する。 
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 DBD でインタビューした農家は、プロジェクトで導入した新しい栽培方法を

適用したところ、コメの生産量が増え、販売量が増えたと指摘。一方、ムオ

ンチャ郡（Muong Cha District：MCD）とタンジャオ郡（Tuan Giao District：
TGD）では現在もコメ、トウモロコシ、ダイズは主に販売よりも自家用に栽

培している。 

1-4 研修参加者の XX％以上が改善計画を実施する。 

改善計画に示された内容は実証圃場で試行されつつある。 

1-5 パイロット郡の全（47）コミューンのうち、XX％以上でガイドライン／

マニュアルが使用される。 

プロジェクトは 4 年次において、ガイドライン／マニュアルを作成予定。 

1-6 実施された改善計画の数。 

プロジェクトはプロジェクト終了時までに（対象 3 郡以外で）改善計画が実

施されることは困難であろうととらえている。本指標は不明確であり、アウ

トプット１の達成状況を測るうえで不適切である。 

1-7 特定された課題と解決された課題の数。 

本指標は不明確であり、アウトプット１の達成状況を測るうえで不適切である。 

 
アウトプット２：  
パイロット郡で水資源

の配分が効率化すると

ともに、灌漑施設管理が

改善される。 

指標： 
2-1 パイロットコミューンにおいて、水稲二期作・他作物との二毛作を行う

面積が XX 以上増加する。 

幾つかの対象郡の何人かの農家は二期作が可能となったと報告している。 

2-2 パイロット郡 XX コミューンのうち、YY％以上で灌漑施設の管理（操作、

機能維持、補修等）が改善されたと評価される。 
プロジェクトは灌漑施設管理のための WUG の設立を開始し、農家は WUG が

参加型による施設を管理のために有効である、と評価している。 

2-3 研修参加者の XX％以上が施設改善計画を実施する。 

プロジェクトは改善計画を 3 年次に作成予定。 

2-4 パイロット郡の 47 コミューンのうち、XX％以上でガイドライン／マニ

ュアルが使用される。 
プロジェクトはガイドライン／マニュアルを 4 年次から 5 年次にかけて作成

予定。 

2-5 実施された改善計画の数・内容。 

プロジェクトは、改善計画はプロジェクト終了時までにパイロット集落にお

いて、実施されると予想している。 

 
アウトプット３：  
地方政府（省、郡、コミ

ューン）職員及び関係組

織、大衆組織・農民組織

や農業系企業の市場志

向の農産物の生産、加

工、販売体制強化を通じ

た農村開発に係る能力

が向上する。 

指標：  
3-1 パイロット郡の農業普及員のうち XX％以上が研修に参加し、XX％以上

の研修員が普及方法を習得したと回答する。 
郡に所属する約 50％の普及員が研修に参加し、普及方法について理解したと

考えられる。 
3-2 地方政府（省、郡、コミューン）職員及び関係組織、大衆組織・農民組

織や農業系企業からのセミナー参加者の理解度が XX％以上である。 
研修に参加した郡 PMU 及び農業振興センター職員は研修内容を理解したと

考えられる。 
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 3-3 パイロット郡以外の郡指導者の XX％以上がアクションプランは実行可

能であると評価する。 
アクションプランは 4 年次から 5 年次にかけて作成される予定であることか

ら、現時点では本指標は測定不可能である。 
 
３－４ プロジェクト目標の達成度 

現行プロジェクト目標：パイロット郡において、市場志向の農産物の生産、加工、販売の推進

のための郡行政機関を中核とした体制の強化を通じて、農村開発が促

進される。 
 

指標１ 
パイロット郡における農

家の農業粗利益が平均

XX％増加する。 

パイロットコミューンの農家は、プロジェクト活動開始後、農業利益は上が

り、有機肥料の生産により幾ばくかの経費節約になったと報告している。PDM
に記載された活動をこのまま実施し、行政機関の職員の能力強化を図ること

で、農家は更に経営を改善していくことが期待される。 
指標２  
パイロット郡において、

水稲、とうもろこし、大

豆等、市場志向の農作物

生産量が XX％以上、販

売量が XX％以上、販売

額が XX％以上増える。 

・DBD のコメは DBD 内の市場では高く評価されており、ホーチミンにも出

荷されるなどの情報も確認された。DBD では販売量、市場志向の農産物の

生産増加の可能性がある一方で、他の 2 郡同様、自家消費が主たる栽培目的

ととらえる関係者もある。DBD であっても販売量の増加はどこまで見込め

るかは、今後の普及内容にもよると考えられる。 
・TGD と MCD では現在もコメは不足しており、自家用に生産している。ま

た、現金収入はコメではなく、ブタや水牛等、家畜の販売によっている。し

たがって、DBD と TGD、MCD の具体的な目標数値は異なるであろうと考

えられる。 
 
３－５ 上位目標の達成度 

以下のとおり、現時点においてもプロジェクトの便益が DBP の対象郡以外の郡へ拡大する可 

能性が見込まれた。 
 
現行上位目標：ディエンビエン省において、農村開発が促進される。 

 
指標１ 
本プロジェクトで策定さ

れた行動計画等（アクシ

ョンプラン）がパイロッ

ト郡以外の郡で活用され

る。 

プロジェクトは郡レベルの行政職員の能力向上を図っており、プロジェクト

終了後、DBP の非対象郡においてアクションプランは活用されると見込まれ

る。 

指標２ 
ディエンビエン省におい

て、水稲、とうもろこし、

大豆等、市場志向の農作

物生産量が XX％以上、

販売量が XX％以上、販

売額が XX％以上増え

る。 

プロジェクト終了後も適切な農業投資と普及サービスが提供されるのであれ

ば、DBP の非対象郡においてもコメ、トウモロコシ、ダイズ等、市場志向の

農作物生産量や、販売量は増加するであろうと期待される。  
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第４章 プロジェクト実施体制 
 
４－１ 報告システム 

プロジェクト（日本側）は、以下のとおり JICA ベトナム事務所に対し報告を行っている。 
 

（１）半年ごとのプロジェクト管理概要表の提出 
 
（２）総括による半年ごとの進捗報告書及び事業完了報告書提出 
 
（３）長期専門家による業務完了報告書 
 
（４）短期専門家による業務完了報告書提出。また、1 年以上の専門家については業務完了報告

書とともに、中間報告書の提出。 
 

JICA ベトナム事務所は、これら報告書及び日本人専門家や C/P との議論を通じプロジェクトの

進捗を把握し、必要に応じ支援を行っている。 
 

４－２ 合同調整委員会（JCC）  

JCC（Joint Coordination Committee）は、プロジェクトの最高意思決定機関として 2011 年 6 月

23 日に第 1 回会合が開催され、①パイロット郡及びコミューンの選定、②プロジェクトの活動、

③PDM Version 1.0 の第 2 回 JCC における改訂について承認された。 
 

４－３ 省及び郡のプロジェクト管理ユニット（PMU）会議  

省レベルの PMU 会議は毎週及び毎月 DARD 事務所にて開催され、郡レベルの PMU 会議は各

郡の PMU 事務所で毎月開催され、定期的なプロジェクトのモニタリングがなされている。プロ

ジェクトはチームとして密なコミュニケーションを取り合い、いつ、どのような問題が生じても

共に解決している。 
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第５章 評価５項目による評価 
 
５－１ 妥当性 

以下の要因から妥当性は「中程度」と評価される。 
 
（１）政策の優先度 

ベトナム政府は社会経済開発 5 カ年計画（2011～2015）
3
において、貧困状態にある辺境地、

山岳地、少数民族地域等に暮らす国民の生活向上をめざしており、重点地域がプロジェクト

の対象地域である DBP も含まれている。新開発国家目標プログラム（2012～2015）において

も貧困コミューンを対象に、アクセス道路整備、灌漑施設整備、学校や医療施設の改善等、

さまざまな農村開発事業が展開されている。 
DBP は国内 2 位の貧困地域であるのみならず、DBP 内の郡においても DBD とそれ以外の

経済格差が存在し、DARD は農業による地域格差是正をめざしている。DARD は 2011 年か

らコミューンレベルの普及員の強化を進めており、特に、国境沿いや貧困地域のコミューン

における普及員を増員している。 

さらに、ベトナム政府の方針でも WUG 設置を進める
4
など農家の組織強化をめざす政策、

タイ族やモン族などの少数民族への支援政策との整合性は高い。 
日本国政府の援助方針については、ベトナム国内の貧困格差是正、農産物の技術向上、農

民組織化等をめざす国別援助計画（2009）は保持され、事業展開計画（2011 年）では、北西

部山岳地域の地方開発生計向上に取り組む「北西部山岳地域開発プログラム」の一環として

プロジェクトは位置づけられている。 
 

（２）T/G のニーズ 
郡やコミューンの普及員は、農家の抱えるさまざまな問題に対処するため、幅広い知識と

経験が必要であるが、ベトナムでは普及員制度は開始から間もなく、普及員の知識や技術を

更に向上させる必要がある。 
資金を掛けずにコメ、トウモロコシ、ダイズの生産量を上げたいとする農家のニーズに対

しプロジェクトは実証圃場、有機肥料栽培、参加型水管理等を通じさまざまな方策の選択肢

を示している。これらの要因から、プロジェクト目標と T/G のニーズの整合性は高い。一方

で、灌漑施設の建設や圃場の拡大など、農家や郡 PMU からの設備投資等、物質的な要求も

高く、組織強化や人材育成を主旨とするプロジェクトの意図の理解はまだ十分とはいい難い。 
 

（３）計画の妥当性 
政策や T/G とプロジェクトとの整合性は比較的高い一方で、現行の PDM はプロジェクト

の達成度を測るうえで、指標の内容や評価対象者、目標値等、論理性、かつ実現可能性の観

点からも問題があった。不明確な計画内容はベトナム、日本側双方に、プロジェクトのコン

セプトの理解に支障を来し、相互理解までに更に時間を要したことから、PDM は改善の余地

                                                        
3
 Social and Economic Development Plan（SEDP） 

4
 灌漑施設の利用、管理、補修のための WUG の設立、体制強化、発展に関するガイドライン 
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を大幅に残している。 
 

５－２ 有効性 

以下の要因から有効性は「中程度」と評価される。 
 

（１）プロジェクトの達成見込み 
３－４節で示したとおり、現行 PDM の指標に基づいたプロジェクト目標の現時点での達

成度を定性的に評価すると、これまでのプロジェクトは農家のコメ、ダイズ、トウモロコシ

の生産量を上げることに貢献してきたといえる。他方、プロジェクト目標の達成度と指標は

合致していなかったこと、また、ベトナムでは生産量や販売量に関する政府の統計データの

信頼性が低い
5
ために、定量的な評価は示すことができなかった。さらに、販売については、

DBD のコメは DBD 内の市場では高く評価されており、ホーチミンにも出荷されるなど情報

もある一方で、他の 2 郡同様自家消費が主たる栽培目的ととらえる関係者もいる。DBD と他

の 2 郡の相違はもとより、DBD においても販売量の増加に関する達成見込みは今後のプロジ

ェクトの DBD 向けの普及内容によると考えられる。 
アウトプットの達成によるプロジェクト目標達成への貢献については、プロジェクトは農

家の栽培手法の改善、灌漑管理手法の導入、普及員等行政組織の能力向上を通じ、農業を主

体とした農村開発をめざしている。よって、アウトプットはプロジェクト目標の達成へ大き

く貢献していると考えられる一方で、具体的な目標を示す各レベルの指標はその論理的な道

筋を示しているとはいい難い。 
 

５－３ 効率性 

以下の要因から効率性は「中程度」と評価される。 
 

（１）各アウトプットの達成状況 
各アウトプットはインタビュー結果から、おおむね達成されつつあるといえる。アウトプ

ット 1 について、農家は実証栽培と研修を通じコメ、トウモロコシ、ダイズの適切な栽培方

法を習得しつつあり、既に生産量が向上したとのモデル農家からの報告もある。 
アウトプット２については、対象集落において WUG が設立されつつあるが、農家はもと

より、郡の PMU レベルにおいても、参加型水管理の重要性について更に理解を深めるべく、

プロジェクトの忍耐強いアプローチが求められている
6
。アウトプット１と２共通で「対象以

外のコミューンにおいてガイドライン／マニュアルの使用（指標 1-6、2-4）」や「改善計画の

数（指標 1-6、2-5）」を対象外のコミューンにおける目標と想定しても、その達成は困難な状

況である。 
アウトプット３については、プロジェクトは植防センターや農業振興センターの協力の下、

病虫害対策や栽培等に関する研修を実施している。こうした活動を通じ、普及活動を担う郡

                                                        
5
 生産量については、統計は存在するがデータを取るための測定方法が不適切である。また、開発計画に掲載されている目標

数値は政治的に常に超える必要があり、その信頼性は低い（日本人専門家聞き取り）。調査団としても販売量の政府公式デ

ータは入手することができなかった。（DARD、2010 年 9 月） 
6
 DARD 聞き取り 
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やコミューンレベルの普及員の能力は向上しつつあるが、対象郡以外の DBP 内の郡へのプロ

ジェクト効果拡大のためのアクションプラン策定は 4～5 年次に実施予定であり、「パイロッ

ト郡以外の郡指導者の XX％以上がアクションプランは実行可能であるとの評価（指標 3-3）」
に対する達成度は限定的と予想されている。 

 
（２）投入 

日本側に関しては一部の専門家の派遣が大幅に遅れ、また、栽培上必要な時期に専門家が

不在であったことなどの理由から、日本人専門家が適時に各アウトプット達成にすべからく

活用されたとはいい難い。C/P 側も当初プロジェクト・マネジャーとして配置された人材が、

農業の専門外の人材であったこと、省、郡レベルとも PMU の設立が遅れたことなどが活動

の遅れを招き、アウトプット達成へ影響を及ぼした。他方、現在は C/P の交代などを通じ一

定の成果を出しつあり、改善している面もみられている。 
また、厳選したモデル農家とコミューン普及員に対し、集中的に有機肥料生産を学ぶ機会

を提供し、モデル地域での拡大を狙っている点、これまで合計 20 名の C/P が本邦研修に参加

し、日本の参加型水管理手法や参加型農村開発等を学び、プロジェクトの意図やこれら手法

の意義の理解を深める機会を提供している点、車両、事務用品を他の JICA プロジェクトと

共用することで予算を有効活用している点など、効率性を上げるさまざまな活動や工夫も確

認することができた。 
 

５－４ インパクト 

既に幾つかのプラスのインパクトが発現している。 
 

（１）上位目標の達成見通し 
プロジェクト終了から数年後、本プロジェクトによりもたらされる便益は、DBP のパイロ

ット郡から更に拡大していくことが期待されている。特に、本プロジェクトでは郡の行政職

員の育成を行っており、今後作成するアクションプランは対象郡以外の郡でもある程度活用

されると見込まれている。 
 

（２）環境・社会的なインパクト 
プロジェクトで導入を図りつつある有機肥料作製は、化学肥料の使用量や籾殻など生産に

伴い発生するゴミの量を抑え、経済面、環境面でのプラスのインパクトを既にもたらしてい

る。また生産のプロセスで生じる木酢液を豚に飲ませると病気に強くなるとされ、一部のパ

イロット郡では家畜にも良い影響を与えている。また、有機肥料は家畜の糞を使用すること

から、衛生面での改善もモデル農家からの報告で確認できた。 
モン族の暮らす集落では、ベトナムの政策に基づき、これまで割合は少ないが焼畑農業か

ら水稲栽培を中心とした定地農業に移行しつつある。プロジェクトもモン族が大半を占める

対象郡において灌漑用水を利用した水稲栽培技術の導入を進めており、係る技術に対するパ

イロット農家の更なる認識の変化が観察された。 
さらに、女性は元来農業の主たる従事者であるが、プロジェクトの研修にも積極的に参加

し、コメ等の作物栽培技術に関する知識を高める機会を得ている。 
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（３）ネガティブインパクト 
本調査中にプロジェクトからのマイナスのインパクトは確認されなかった。 

 
５－５ 持続性 

以下の要因から持続性は「やや高い」と評価される。 
 

（１）組織面 
プロジェクトは研修を実施する機関に対し、通常業務の改善の一環として活動を実施でき

るように指導しており、プロジェクト終了後も彼らの継続的な活動が維持されていくことが

期待される。郡やコミューンレベルの普及員の数は極めて限られている
7
ものの、プロジェク

トは農業振興センターや植防センターの協力を得つつ普及の質を上げる活動を行っており、

広報用看板の設置などを通じてその普及効果は広がりつつある。また、プロジェクトでは普

及活動を今後とも強化し、農業振興センターや植防センター等の組織面の強化を進める方向

である。その一環として、ガイドライン／マニュアルの内容検討や作成も研修機関との協議

を実施しながら進めていく予定であり、こうした活動は組織的能力を高める効果が期待でき

る。 
 

（２）財政面 
DARD の予算（特に DBD の農業セクター向け）については堅調に伸びていると、人材及

び施設等の持続的確保は期待できる。 
一方で、パイロット 3 郡を含む北西部における農業・農村開発分野への農村農業開発省

（Ministry of Agriculture and Rural Development：MARD）による予算配分の傾向と財源問題等

から長期的な予算配分は不透明との見方もある。例えば、プロジェクトが行う方向にある普

及指導のツールとして、文字が少なく視覚的に分かりやすい研修資料づくりをめざしている

が、カラー印刷等、資金を必要とするツールを用いる際は長期的な持続性にもかんがみた工

夫が必要である。 
 

（３）T/G のオーナーシップ 
パイロット 3 郡の各 PMU の意識として、特に灌漑施設整備への要望が強いが、参加型水

管理の持続性をもたらす意義の理解を農家への指導的立場として高める必要がある。 
栽培については、インタビューを行った対象コミューンの農家は新しい技術が有効と分か

るとすぐに自己の農地に反映させる柔軟性をもち合わせていることが確認された
8
。また、プ

ロジェクトが終了しても習得した技術を維持していく意思は農家において極めて高く、オー

ナーシップは既に醸成されつつある。 
 

（４）知識と技術 
プロジェクトが導入を図っているコメ、トウモロコシ、ダイズの栽培技術はどれも簡便で

                                                        
7
 例えばDBDでは1名の郡レベルの普及員が担当する農家数は7～8,000世帯、コミューンレベルの普及員は1,600世帯を担当。

後者は農業、畜産、森林等さまざまな普及知識が求められる。 
8
 モン族が大半を占める MCD のパイロットコミューンでは少し時間を要するとも観察された。 
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農家にとって分かりやすく、すぐに自らの水田や畑に取り入れやすいものであり、実際多く

の農家は既に適用を開始している。 
灌漑技術は、一部のパイロットコミューンにおいては、施工以前に維持管理の WUG の設

立を行い、農家が自主的にグループで管理できる仕組みづくりを行っている。また、設計及

び施工は民間業者を雇用するものの、簡易な箇所については農家の参加による施工も予定し

ている。参加型水管理手法は時間を要するものの、その意義は農家に少しずつ理解されつつ

ある。 
特に、有機肥料のモデル栽培は農家による環境に優しい方法による肥料づくりと化学肥料

の使用を抑え、衛生的な農家の環境をつくることに役立っている。肥料づくりを継続する意

思は各パイロット集落の農家で高く、経済性からも維持されていく見込みは高い。 
 

５－６ 効果発現に係る貢献・阻害要因 

（１）効果発現に貢献した要因 
JICA の農村開発技術協力プロジェクトを実施することが初めてである DBP において、従

来のベトナムや他ドナーが行ってきたハード面の支援を主とする開発事業と違い、組織強化

や人材の育成といったソフト面の強化を図るプロジェクトは当初理解が困難であったことは

想像に難くない。プロジェクトの粘り強いアプローチは DARD も認め、ソフト面強化に対す

る理解も進んでおり、今後も期待されている。 
DARD のプロジェクト・ディレクターの課題認識と日本人専門家の課題認識は共通し、リ

ーダーシップを発揮していること、プロジェクト・マネジャーのプロジェクトに対する理解

が本邦研修や日々の日本人専門家との業務を通じて高まっている点は、活動を前進させる力

となっている。 
さらに、従来会場に集めて理論中心であった農民向け研修は、プロジェクトでは彼らのニ

ーズに的確に応える柔軟なレベル設定や、試験圃場での実践と会場での理論を組み合わせた

研修方法の工夫が農家にとって斬新であり、新しい栽培技術や知識の理解促進に寄与してい

る。 
 

（２）効果発現に係る阻害要因 
プロジェクトにとって最大の阻害要因は、現行 PDM の指標の内容や目標値の設定が、プ

ロジェクト目標に照らし合わせた場合不整合であり、関係者間のプロジェクトの方向性に関

する共通理解の醸成を深めることが困難であったことである。プロジェクト開始当初から、

PDM 指標の不整合は関係者間で認識されていたものの、適時にその変更ができないプロジェ

クト実施状態が続き、当初の PDM のまま中間レビューを迎え、ほとんどのアウトプットを、

現行 PDM の指標を基に定量的に測定できない状況を生み出した。他方、アウトプットの指

標設定は不明瞭であったものの、活動の内容と順番に大きな問題はなく、単に達成度を測る

「物差し」が不適切であったともいえるが、これまでの活動のさまざまな効果を適切に測定

できない状況は、今後の見通しを立てるうえで影響を及ぼした。 
さらに、日本側及び C/P 側双方の専門家の配置が遅れたことも、円滑かつ適切な活動を推

進するうえで阻害要因となった。特に、日本側においては、詳細計画策定時に想定していた

専門家の調達が、質・量ともに問題なく行われることを、ある程度めどをつけておく必要が
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あった。本調査において提言される PDM の修正では、普及に関する専門家の継続的な投入

が、今後のプロジェクト運営上のカギを握るため、最重要課題となる。 
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第６章 結 論 
 

本プロジェクトは、ベトナム北西部地域における最初の JICA 農村開発技術協力プロジェクト

である。プロジェクト開始当初は専門家派遣やベトナム側 C/P の配置の遅れや、先方が日本のプ

ロジェクトを理解するのに時間がかかったことなどさまざまな困難もあったが、双方の努力の結

果、最近は良い成果が現れつつある。 
PDM 上の上位目標、プロジェクト目標、アウトプットの表現と、その達成度を測る指標が不整

合であったため、評価団は DARD スタッフや農家へのインタビューを通じて、主に定性的な観点

から達成度を評価した。他方、目標やアウトプットの各表現と指標には不整合があるものの、プ

ロジェクトは農家への栽培技術のさまざまなオプションを示すことなどにより、コメ、トウモロ

コシ、ダイズの生産量増加に貢献していることが確認できた。有機肥料の導入による衛生面での

改善などの正のインパクトも既に一部では発現している。また、組織、財政、技術の主要な三本

柱の持続性は、将来のプロジェクトにとって特に重要であるが、好調なベトナム経済も反映して

比較的高いと判断される。 
これらを踏まえて、以下に述べる提言に従って若干の活動の変更を行い、プロジェクトは残り

の期間の活動を続けることとする。 
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第７章 提 言 
 
７－１ PDM の改訂 

プロジェクト目標、上位目標、アウトプットの表現は変更しない。他方、プロジェクト目標の

達成度は実現性にかんがみ、「パイロット郡」という表記から「パイロット集落」という具体的な

標記に変更すべきである。なお、指標は農業粗利益や生産量といった個別の指標で農村開発の状

況を測ることは困難であることから、総合的な指標すなわち、「営農状態の向上」で測る。営農状

態の内容については、今後設定されるインタビューやアンケートの質問項目で具体的に示す。併

せて実証圃場の試験結果も反映させるべきである。  
上位目標の達成時期（＝事後評価時期）を 2020 年に設定し、対象郡以外の省内の郡での営農

状態の改善状況を測るべきである。 
アウトプット１、２共通で、測定対象を「パイロットコミューン」から「パイロット集落」に

変更し限定する。アウトプット１は改善計画の問題解決、肥料や優良種子の使用方法の改善等の

達成度を測り、アウトプット２はグループ活動の達成状況と、戸別の改善度合いを測る。アウト

プット３は、「パイロット郡」から「パイロットコミューン」に変更・限定し、普及員、集落長の

具体的な研修の目標値を設置するべきである。また、新たに研修実施機関を対象とした目標を設

置する。アウトプット１～３共通で、指標の最後にパイロット郡以外の郡への拡大に関する指標

をそれぞれ挿入し、上位目標達成への布石としての位置づけを明確化する必要がある。PDM 改訂

版のPDM Version 2.0は付属資料４を、PDM変更箇所と理由については付属資料５を参照のこと。 
 

７－２ 灌漑施設維持管理 

作物生産量を増加させるための重要な道具である灌漑施設は、農民によって適切に管理されな

ければならない。現時点では、すべての集落に水管理組合や灌漑管理の規則があるわけではない。

これらがまだない集落においては、適切な設計や維持管理のためにも、各灌漑系統に早急に水管

理組合の設立や規則を制定していくべきである。 
 

７－３ 技術交換 

 パイロット集落ではさまざまな試みがなされているが、農村開発の相乗効果を生み出すために、

集落がお互いに訪問しあうことにより、それぞれの良いところや自分の集落に応用すべきことを

学ぶべきである。また、パイロット集落同士の視察以外にも、省内にいくつか存在する先進地区

の視察も強く推奨される。 
 
７－４ ベトナム人人材の活用 

ベトナム国内の人材は、効果的・効率的なプロジェクトの実施のために必要に応じ活用される

べきである。彼らは言語や文化の面からもプロジェクト活動に優位に働くことが期待される。例

えば、日本人専門家の確保が難しいポストハーベストや販売の分野へ、ベトナム人専門家が参加

することによって日本人専門家をサポートすることができれば大きな助けになる。 
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第８章 教 訓 
 
８－１ 事前調査段階で確認すべき事項 

（１）日本側リソースの確認 
本プロジェクトでは、作物栽培、販売／マーケティング、商品企画、加工等の日本人短期

専門家を投入することを想定していたが、プロジェクト開始後それらの分野の専門家が見つ

からず、あるいは見つかったとしても、候補者の所属先の都合や JICA の派遣形態（コンサ

ルタント契約）に馴染まないことなどから派遣できなかった。現在は、栽培（農業）普及担

当の専門家を日本の自治体職員 OB から確保することができ、当該専門家がそれらの分野を

一手に引き受け、活動を実施していくこととなったため、プロジェクト運営にめどがたった。

この点に関しては、プロジェクト開始前の事前調査段階で、日本側のリソースの確認（適材

数、派遣可能性等）を十分に行うべきであるという教訓が得られた。 
 

（２）プロジェクト目標の設定 
現状の農民の営農状況を詳細に把握せず、高度なプロジェクト目標（市場志向型農業）の

設定を行ったため、3 郡あるパイロットサイトのうち、省都に近い 1 郡のみがその目標を達

成し得るであろうと推測される。残り 2 郡は低次元の営農状況（自給自足農業）であるため、

先ずは現在の営農状況を充実させた後、プロジェクト目標に達することをめざすよう、本中

間レビューで修正を行った。これにより、少なくともパイロット郡の 1 郡が、プロジェクト

目標を達成する可能性があるため、プロジェクト目標の変更は行わなかった。この点に関し

ては、事前調査段階で現地状況を十分に把握したうえで、所定のプロジェクト期間で達成が

可能なプロジェクト目標を慎重に設定すべきという教訓が得られた。 
 

（３）PDM 上の各指標 
事前調査時に設定したプロジェクト目標や成果を測る指標は、目標や成果を測るには十分

でないものであり、プロジェクト開始当初、日本側及びベトナム側プロジェクト関係者がそ

の設定された指標の理解に苦しみ、具体的なプロジェクト活動をなかなか開始できなかった。

この点に関しては、PDM の各項目について、論理的な整合を事前調査段階で確認すべきとい

う教訓が得られた。 
 

８－２ 相手国実施機関との間で事前及び実施中に確認すべき点 

（１）C/P（プロジェクト・マネジャー）の人選 
プロジェクト開始当初、農業分野の専門知識、業務経験をもたない C/P がプロジェクト・

マネジャーに指名され、日本側とベトナム側のプロジェクト関係者の意思疎通に支障を来し

たこと、またその人物の交代手続きに時間を要し、プロジェクト運営上時間的な損失があっ

た。これは、プロジェクト・マネジャーに限らず、他の C/P も同様に、各担当分野の経験と

知識をもった人物を人選する必要があるという教訓が得られた。 
 

（２）JICA 技術協力プロジェクトのコンセプト 
本プロジェクトは、ベトナムの北西部地域で最初の技術協力プロジェクトであったこと、
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当該地域は外国人の入出が国家によって厳しく管理されている辺境地であったこと、トップ

ダウン方式で物事を実施していくベトナムの社会構造に対して、現地農民の意見を聞きつつ

プロジェクトを進めていく本プロジェクトの手法自体が C/P に理解されていなかったことが、

プロジェクト運営に支障を来した。また、本プロジェクトの最終目標が施設整備ではなく、

人材の能力開発であることも C/P は十分に理解していなかった。このため、初代チーフアド

バイザーが、繰り返し技術協力プロジェクトの意義を C/P に説明する必要があり、時間的な

ロスもさることながら、日本人専門家の消耗度合いも大きかった。この点については、事前

調査時及びそれ以前、以後において、JICA 事務所から技術協力プロジェクトのコンセプトを

C/P に繰り返し説明し、理解させる必要があるという教訓を得た。 
 

８－３ 他スキーム、他ドナーとの連携 

本プロジェクト開始後、約 1 年半が経過した時点で、JICA ベトナム事務所がその時期実施中で

あったすべての農業・農村開発技術協力プロジェクトを召集し、プロジェクト間の連携を模索し

た。結果として、プロジェクト内の各種活動においては、類似案件との連携は可能であり、また

過去に実施された案件成果を活用することも可能であることが判明した。実際にそのような連携

は、活動内容の相談から、セミナーの協働開催等、日々行われている。ただし、各プロジェクト

のプロジェクト運営が軌道に乗って以降、他案件への支援や協働は可能であるものの、それ以前

は、それぞれのプロジェクト内での活動に忙殺され、他案件への配慮を検討する余裕を見いだす

ことは容易ではない。一方、他スキームとの連携でも、技術協力プロジェクト間の連携と同じく、

他スキームの進捗がある程度順調に進んだのち、単体スキームでは補うことが難しい点を、連携

していくことは可能である。ただしこの際、技術協力プロジェクトの一般的な実施期間（3～5 年）

と他スキームの実施期間（数年～10 年程度）や実施のスピード感に差異があるため、その調整は

必要である。また、他ドナーとの連携については、適宜情報交換に基づく具体的な連携、協働に

向けた具体策の検討が重要である。 
 

８－４ ベトナムでの他案件を実施する際に留意すべき点 

本プロジェクトを実施している北西部地域及び中部高原地域は、少数民族居住区であり、ベト

ナム国内で社会情勢が安定しない地域である。ベトナム政府も当該地域情勢の安定化には非常に

敏感である。このため、外国人の入出が厳しく管理されており、派遣されている専門家のパイロ

ットサイトへの訪問にも、書面での手続きが毎回必要であることは留意すべきである。これを怠

った場合、公安（警察）に拘留されることもある。 
また、ベトナムで実施する ODA 案件では、ドナー側のプロジェクト予算の約 10％が C/P 予算

として、C/P 機関が独自に準備する。このベトナム側の予算措置は、西暦の毎年 1 月に行われる

が、その準備と承認は前年の 12 月までに完了しなければならない。この予算がない限り、C/P は

プロジェクト活動を行いたくてもできないことから、プロジェクト開始前に、C/P が十分に活動

できるよう JICA 側からプロジェクト予算を知らせるとともに、必要に応じてプロジェクト開始

時期を調整する必要がある。 
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１．合同中間レビュー調査報告書（英語） 
 
２．活動実績 
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内山チーフ、藤田専門家ベトナム赴任（8/1）

秘書雇用・オフィス環境整備等

パイロットサイト候

補地現地調査（15ｻ

ｲﾄ）

ベースライン調査

TOR作成

ベースライン調査

発注手続き

ベースライン調査契

約

パイロットサイト候

補地現地調査

ベースライン調査業

務

●パイロットサイト

選定

●パイロットサイト

W/S開催

●農民世帯調査

基礎情報収集

C/Pメンバー仮指名

PMU設立会議（3/13）

DB省によるプロジェクト承認（5/20）

第1回JCC（6/24）

DB省による省PMU設立承認（6/15）

各郡パイロットサイト

選定協議

各郡PO作成に関す
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調整員、作物栽

培専門家の早期
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続的に要請

DB省DARDに対し

て、プロジェクト

承認手続き、

PMUの設立、C/P
の配置の早期実

施について継続

的に要請

大隅業務調整員赴任

（2/14）

DARD水利支局Su副支局長ヒアリング

DARD水利支局Hinh部長ヒアリング

ベトナム国立水利研究所との打合せハノイ農業大学との打合せ

PIM先進地区（ﾊｲｽﾞﾝ省）現地視察

本邦研修「農民参加型用水管理システム」

C/P2名派遣（6/7-7/29）

郡PMUメンバー決

定＆郡PMU定例会

議の設置
各パイロットサイトに

おけるW/S開催

水稲収量調査

Dr.Nhanによるパイロットサイト水稲慣行栽培

現地調査（第1次）（7/13-8/12）

徳永短期専門家派遣

（1/4 1/29）

DB郡（7/8）

TG郡（7/7）

MC郡（7/6）

遠藤短期専門家赴任

（2/14）

パイロットサイト選

定及び各郡POの承

認
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プロジェクト２年目

全体 栽培・収穫後処理・販売 水管理

本邦研修「農民参加

による農業農村開

発」C/P2名派遣（8/9-
9/23）

本邦研修「小規模灌漑施設（渓流取水工）」

C/P5名派遣（9/26-10/8）

Dr.Nhanによるパイロットサイト水稲慣行栽培

現地調査（第2次）（9/19-9/30）

Dr.Nhanによるパイロットサイト水稲慣行栽培

現地調査（第3次）（10/17-10/28）

北出短期専門家（渓

流取水工）派遣

（10/23-11/19）第1回灌漑担当者会

議（11/11） 渓流取水工技術セミナー（11/15）

水稲収量調査

本邦研修報告会（9/6）
ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝｽｷﾙ研

修会（Hanoi）
C/P3名派遣（9/7）

各パイロットサイト実

証水田の実施農家

選定

本邦研修報告会（10/28）

本邦研修報告会

（10/28）

水稲冬春作実証栽

培試験６パイロット

サイト

第2回灌漑担当者会

議（12/8）

ソイルセメント試験施工（12/5）

水田土壌調査用サ

ンプル採取（11/18
 ）

Dr.Sonらによるパイロットサイトメイズ慣行栽

培現地調査（1/3-1/7）第2回全PMU会議（1/16）

DB郡（8/31）

TG郡（9/14）

MC郡（9/20）

DB郡（10/31）

DB郡（11/30）

TG郡（10/25）

TG郡（11/23）

MC郡（10/27）

MC郡（11/29）

第3回全PMU会議（2/9）

DB郡（2/28）

第3回灌漑担当者会

議（2/21）

パイロットサイト地形

図作成業務（2/1-
3/9）

ﾌｧﾝﾘｰﾌｧﾝﾃｨｴｯﾄ石島・宇野専門家

現地視察（2/26-2/28）

P-PIMS御前・細川専門家 現地視察&
VAWRによるPIM研修要請（1/11-1/13）

VAWRによる「参加型水管理及び維持管理」

研修C/P5名派遣（3/19-3/24）

第4回灌漑担当者会

議（4/13）

第5回灌漑担当者会

議（5/15）

DARD Son副局長、

Dinh水利支局長打

合せ（4/6）

パイロットサイト区長

との打合せ

（4/24-5/9）

DB郡（4/3）

DB郡（5/10）

MC郡（3/1）

MC郡（4/5）

TG郡（4/4）

パイロットサイト水管

理W/S：農家代表選

出（5-19-6/6）

水稲収量調査

メイズ実証栽培試験

３パイロットサイト

植物防疫センターに

よる水稲病虫害農家

研修（3/6-15）

農業振興センターに

よるメイズ栽培技術

農家研修（3/11-
3/19）

SRIスタディツアー

（5/19）

内山チーフ離任（3/30）

瀬田チーフ赴任（4/17）

遠藤専門家離任

（2/14）

パイロットサイトメイ

ズ実証栽培圃場の

実施農家選定

白石運営指導調査

団員派遣（2/25 

3/25）

白石運営指導調査

団員派遣（4/7 

5/21）

白石運営指導調査

団員派遣（6/2 

7/9）

DB省Nhan副委員長

への実施状況報告

（7/4）

DB郡（6/21）

MC郡（5/7）

MC郡（6/7）

TG郡（4/23）

TG郡（6/20）

沖浦次長ら現地視察

（7/23-7/25）

第6回灌漑担当者会

議（7/6）
ベトナム国立水利研究所

との打合せ（7/18）

水稲夏秋作実証栽

培試験６パイロット

サイト

植物防疫センターに

よる水稲病虫害農家

研修（4/12-15）

植物防疫センターに

よる水稲病虫害農家

研修（4/24-27）

水稲収量調査手法

研修（5/12）

有機質肥料づくり研

修のための現地調

査（5/22-5/30）

本邦研修「農民

参加型用水管理

システム」C/P1
名派遣（6/5-
7/27）

水稲生育調査手法セ

ミナー（7/3）

メイズ収量調査

植物防疫センターに

よる水稲病虫害農家

研修（7/16-27）

メイズ傾斜地及び土

壌保全スタディツ

アー（7/19-21）

●2011年活動実績報告

●プロジェクト実施上の課題

●プロジェクト概念の再確認

●各郡のプロジェクト目標

●2012年投入計画

●水稲収量調査結果報告

●2012年度活動計画

各パイロットサイトに

おけるW/S開催
Dr.Nhanによるパイロットサイト水稲慣行栽培

現地調査（第1次）（7/13-8/12）
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2012/8/1

9月

10月

11月

12月

2013/1/1

2月

3月

4月

5月

6月

7月

プロジェクト３年目

全体 栽培・収穫後処理・販売 水管理

MC郡（8/7） DB郡（8/8） TG郡（8/9）

DB郡（8/29）TG郡（8/27）

MC郡（9/5）

パイロットサイト水管

理委員会：問題点抽

出＋優先順位付け

植物防疫センターに

よる水稲病虫害農家

研修（8/31-9/6）パイロットサイト農

家世帯調査32世帯

（9/6-17）

DB郡（10/2）

DB郡（10/31）

MC郡（11/2）

TG郡（11/12）

JICA新人OJT及びイン

ターン受入れ（9/4-8）

JICAベトナム事務所

築野所長現地視察

（11/5）

ベトナム国立水利研究所専門家

現地視察及び連携協議（9/6-8）

DARD Hien局長への

活動方針（案）説明

（10/16）

各郡との活動方針

（案）協議

（10/31-11/12）

パイロットサイト水管

理委員会：活動方針

協議（11/27-12/4）

パイロットサイト別の

問題点整理及び活

動方針（案）の作成

本邦研修「小規模灌漑施設（水路及び末端水

管理）」C/P8名派遣（9/25-10/6）

本邦研修報告会（11/16）

本邦研修「農民参加

による農業農村開

発」C/P2名派遣（9/3-
10/4）

大豆実証栽培

１パイロットサイト

TG郡種子ステーショ

ンによる大豆栽培技

術農家研修（9/10-
9/11）

戸来運営指導調査団

員派遣（9/4 22）

水稲収量調査

有機質肥料づくり研

修評価セッション

（10/16-20）

有機質肥料づくり農

家研修（8/9-21）

本邦研修報告会

（11/16）

白石短期専門家赴

任（10/7）

パイロットサイト篤農

家聞き取り調査

（11/13-23） ハノイ農大Dr.Thuに

よる土壌侵食調査

（11/27-29）

MARD濱専門家打合

せ（11/9）

パイロットサイトW/S
（12/4-17）

農家選定

MARD濱専門家パイ

ロットサイト現地視察

打合せ（12/5-6） パイロットサイト現地

調査（12/27-1/3）

●PDM見直しに向けた協議

●PDM見直しに向けた協議

●農家世帯調査結果報告

●PDM見直しに向けた協議

施設設計PMU灌漑

担当合同検討会議

（2/20、2/22）
施設設計業務発注・

実施パイロットサイト水管

理委員会：概略設計
(2/28-

水稲夏秋作実証栽

培試験６パイロット

サイト

水稲冬春作実証展

示圃場６パイロット

サイト

植物防疫センターに

よる水稲栽培技術農

家研修（ / - ）

ファンリーファンティエット農業開発プロジェク

ト建設現場視察出張（7/31-8/2）

植物防疫センターに

よる水稲栽培技術農

家研修（ / - ）

江藤短期専門家派

遣（1/9 2/1）

緒方業務調整員

赴任（1/14）

MC郡（1/24）

DB郡（2/28）

DB郡（1/28） TG郡（1/29）

有機質肥料製造・利

用フエ・スタディツ

アー（1/28-30）

水稲モニタリングセミ

ナー（1/4）

水稲モニタリングセミ

ナー（1/24）大隅業務調整員

離任（2/1）

Mr.Hoangによる有機

質肥料研修・指導

（2/25-3/1）

DARD局長PDM見直し

説明（2/18）

JICAベトナム事務所山本企画

調整員打合せ（1/22-23）

JICAベトナム事務所山本企画

調整員打合せ（12/19）

植物防疫センターに

よる水稲栽培技術農

家研修（ / - ）
MC郡（2/21） TG郡（2/27）

中間評価

第2回JCC（3/15）

－
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